
 

令和４（2022）年 12月 20日 

 

 

令和４年 12月 19日に、独立行政法人都市再生機構（以下「ＵＲ都市機構」）は、ＵＲ賃

貸住宅を活用した地域の健康・安全な生活及び地域コミュニティの活性化等に寄与すること

を目的として、日本赤十字社と「日本赤十字社とＵＲ都市機構との連携に関する包括協定」

を締結しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

左から、ＵＲ都市機構武井理事、日本赤十字社西島事業局長 

コロナ禍の令和２年から都内で発生した深刻な血液不足に対応するため、日本赤十字社の

要請を受けて、ＵＲ賃貸住宅で献血会を開催してまいりました。 

その後、両者共に国の地域包括ケアシステムの構築に資する取り組みを進める者として、

連携内容を地域の健康・安全な生活及び地域コミュニティの活性化に発展させるため、かね

てより検討していた日本赤十字社の職員やボランティアによる救命・健康支援講習会や防災

セミナー等を都内のＵＲ賃貸住宅で実践しました。参加されたＵＲ賃貸住宅を含む地域にお

住まいの方からは、「外出の機会が減る中、赤十字に親しみがあって参加した」「災害に備え

た知識を学ぶことができた」等のご意見をいただきました。今秋からは愛知県や奈良県等で

も連携を開始しております。 

社会課題の解決に取り組む日本赤十字社とＵＲが連携を深めて、この協定の締結を契機

に、より多くの地域で講習会など協働での活動を推進してまいります。 

 

日本赤十字社とＵＲ都市機構が連携に関する包括協定を締結 

地域の健康・安全なコミュニティの追求のために 

【本件に関する問い合わせ先】 

広報室 広報課            担当 輿水・大西  (TEL) 045‐650‐0887 

ウェルフェア総合戦略部 戦略構築課  担当 田辺・葛西 (TEL) 045‐650‐0884 



【別紙】 

１ これまでの日本赤十字社とＵＲ都市機構の連携に係る取り組み 

令和４年 10月 23日（日）愛知県名古屋市水草団地で幼児安全法講習 

ＵＲ都市機構中部支社が、日本赤十字社愛知県支部や水草町内会・名古屋市北区役所・

とうかいグット・トイ委員会等の協力のもと、地域の方々の交流機会創出等を目的に水

草団地フェスタを開催しました。大勢の子育て層が集まる中で、日本赤十字社愛知県支

部の担当者が子どもの事故の予防や手当、乳幼児等に対するＡＥＤの使い方等に関する

出張講座を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

（屋外広場を活用した水草団地フェスタ）   （乳幼児の人形を使ったＡＥＤの講習） 

令和４年 11月 26日（土）東京都品川区品川八潮パークタウンでの防災セミナー 

日本赤十字社東京都支部と、ＵＲ賃貸住宅の現地管理を担う株式会社ＵＲコミュニテ

ィが、自治会やＵＲ賃貸住宅の修繕工事等を担う日本総合住生活株式会社による防災グ

ッズの展示協力のもと、ＵＲ賃貸住宅を含む地域にお住まいの方を対象に防災セミナー

を開催しました。第一部では日本赤十字社東京都支部の担当者が「地震災害からいのち

を守るために」をテーマに講演し、第二部ではＵＲコミュニティ東京南住まいセンター

の担当者がファシリテーターになって防災ワークショップを実施しました。 

 

 

 

 

 

 

                  （団地の集会所での防災セミナー） 

【連携実績】講習会等：東京都３団地・６回、愛知県１団地・１回、奈良県１団地・１回 

（R3.3～R4.11） 

献血会 ：東京都９団地・64回・2,464 名が協力（R2.5～R4.11） 



２ 協定の内容 

〔協定の目的〕 

本協定は、災害に強い地域社会づくりと超少子高齢社会における地域の健康・安全な

生活等を追求している日本赤十字社と、多様な世代が生き生きと暮らし続けられる住ま

い・まち（ミクストコミュニティ）の実現を目指しているＵＲ都市機構が相互に連携し、

ＵＲ都市機構の所有する賃貸住宅等において、日本赤十字社が取り組む講習・防災・ボ

ランティア等の事業（以下「社会活動」という。）を展開すること等により、地域の健

康・安全な生活及び地域コミュニティの活性化等に寄与することを目的としています。 

 

〔本協定に基づく連携内容〕 

・地域医療福祉拠点化を推進するＵＲ賃貸住宅等における社会活動の実施に関すること 

・ＵＲ賃貸住宅の居住者等地域住民を対象とした社会活動や社会貢献の場・機会の提供に関

すること 

・本連携に関する各地域での知見・ノウハウ等の情報共有等及び外部への情報発信等に関す

ること 

・その他本協定の実施に関連して必要な事項に関すること 

 

 

 UR都市機構の歩みは戦後の住宅不足解消に端を発しています。1955年から様々な

ステークホルダーとともに、時代時代の多様性に即し、安全・安心・快適なまちづ

くり・くらしづくりを通して、「人が輝く“まち”」の実現に貢献してまいりまし

た。そしてこれからも、変化する社会課題に挑戦し続けることで皆さまにお応えし、

「人が輝く“まち”」づくりに不可欠な存在でありたいと考えております。これま

で培ってきた持続可能なまちづくりのノウハウをいかし、都市再生事業・賃貸住宅

事業・災害復興支援・海外

展開支援に全力で取り組

んでまいります。 

https://www.ur-net.go.jp/ 

https://www.ur-net.go.jp/

